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政策提言型環境ＮＰＯの会員層と財源志向
― ＮＰＯ法人「気候ネットワーク」を事例として ―
山添　史郎，豊田　陽介，平岡　俊一，野田　浩資
1. 問題関心と課題の設定
1.1. 環境 NPO 会員の財源志向
　NPO においては，どのように財源を開拓するかは，マネジメントにおける重要課題の 1 つと
されており，持続的に活動を展開するためには，会費，寄付，民間助成金，補助金，事業委託金，
事業収入といったさまざまな資金源をバランスよく組み合わせることが重要とされている（雨森，
2007：168-169）。一方，日本の環境 NPO においては，財政基盤が脆弱であることから（長谷川，
2000：177；Pekkanen，2005 ＝ 2008：64），行政等による委託金や補助金，また，民間からの助
成金など外部資金が主な財源となっている場合も多く，環境 NPO の会員においては，NPO の成
長や安定を志向し，これらの財源を重視する人たちも多いであろう。それに対し，環境 NPO が
自前で調達できる資金としては，会費，寄付金，自主事業収入などが想定でき，環境 NPO の会
員においては，自律的な活動の充実を図るため，これらの財源を重視する人たちも多いであろう
（山添他，2019）。
　環境 NPO において，どのように資金を調達するかは，行政とどのような関係をとるかとも関
係している。ヤングは，NPO と政府との関係を「相補」「補完」「対立」という 3 つに類型化し
ており（Young，1999 ＝ 2007），田尾は，NPO は「行政に対して補完的になることもあれば，
対立することもある」（田尾，2004：187）としている。行政との「対抗」を重視する場合には，
財源についても，独立性の高いものであることが必要となるが，NPO の安定的な経営を重視し，
行政に一定の財源を求める場合には，「相補」「補完」を現実的な選択肢として捉えていくことも
必要となる *1。日本の環境 NPO においては，行政との関係・距離感を模索しながら，財源を確保
*1　坂本は，全国のサードセクター組織の調査をもとに，「政府への財政的依存は，ある一定のレベルま
ではアドボカシーを促進する効果をもつが，一定のレベルを超えて財政的依存が進むと，今度は逆にア
ドボカシーを抑制する効果をもつ」（坂本，2019：180）とし，「行政とは，適度な距離感を保ちつつ，是々
非々で関わっていく。それこそが，サードセクター組織のアドボカシーをより健全に発展させていくう
えでは重要なのである」（坂本，2019：181）としている。
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していくことが必要であり，会員がどのような財源を重視するかという志向性（以下，財源志向）
を明らかにすることは，NPO が持続に向けて財源のあり方や活動の方向性を検討していく上で
参考となろう。
1.2. NPO 法人「気候ネットワーク」の概要
　筆者らは，これまで，滋賀県守山市の NPO 法人「びわこ豊穣の郷」を事例として，草の根型
環境 NPO の会員の財源志向を明らかにしてきた（山添他，2019）が，本稿では，NPO 法人「気
候ネットワーク」（以下，「気候ネットワーク」）を事例として，政策提言型環境 NPO の会員層
と財源志向を明らかにする *2*3。
　「気候ネットワーク」は，1997 年 2 月に京都市で開催された国連気候変動枠組条約第 3 回締
約国会議（COP3）に結集した組織・団体により結成された「気候フォーラム」を前身とする団
体である。「気候ネットワーク」は，地球温暖化防止のために，市民の立場から提言し，行動を
起こしていくことを目的として，1998 年 4 月に設立され，1999 年 11 月に特定非営利活動法人
（NPO 法人）として認証された。「気候ネットワーク」は，地球温暖化防止のため，国際交渉へ
の参加やロビー活動，政策提言や調査研究，温暖化防止プロジェクトの実施，地域での温暖化防
止活動に対する支援，子どもたちへの環境教育等に取り組んでおり，近年では，石炭火力発電の
反対運動の組織化や地域における新電力の立ち上げ支援などにも取り組んできている（表 1）*4。
「気候ネットワーク」については，日本における環境 NPO の代表例とされることも多く（井上，
1999；長谷川，2000；雨森，2007），政策提言型環境 NPO の代表例の 1 つとして位置づけられ
よう *5。
*2　長谷川は，環境 NPO を「ナショナルなレベルで，政府・企業系のシンクタンクに対するカウンター
シンクタンク的な，環境コンサルタント的な役割を果たす」（長谷川，2000：183）「大都市圏に拠点を持
つ専門性の高い環境 NPO」（長谷川，2000：183）と「ローカルなベースをもち市町村や都道府県内を活
動域とする，草の根型の非専門家的性格の強い環境 NPO」（長谷川，2000：183）に分類し，寺田は，「草
の根環境 NPO」と「専門的アドボカシー（政策提言）型 NPO」に分類している（寺田，2000）。本稿で
は，「大都市圏に拠点を持つ専門性の高い環境 NPO」（長谷川，2000：183）および「専門的アドボカシー
（政策提言）型 NPO」（寺田，2000）を「政策提言型環境 NPO」とし，「市町村や都道府県内を活動域と
する，草の根型の非専門家的性格の強い環境 NPO」（長谷川，2000：183）および「草の根環境 NPO」（寺
田，2000）を「草の根型環境 NPO」とする。
*3　「びわこ豊穣の郷」の会員層は，財源志向の相違に基づき，2007 年調査では，「自主財源重視層」「手
弁当重視層」「外部資金重視層」に区分されたが，2015 年調査では，「支援者重視・手弁当重視層」「自
主事業重視層」「外部資金重視層」に区分された（山添他，2019）。
*4　「気候ネットワーク」については，平岡（2007），豊田他（2014）を参照。
*5　高田は，環境団体の分類を行い，「気候ネットワーク」を，基本的生活基盤に関わるグローバルな範
囲の自損型（受益圏・受苦圏の重なる）の環境問題を対象とする環境 NPO として位置付けている（高田，
2001）。
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1.3. 本稿の課題と調査の概要
　筆者らは，これまで「気候ネットワーク」の個人会員（以下「会員」）へのアンケート調査の
データを用いて，政策提言型環境 NPO の会員の年齢層，社会関係資本，入会理由と活動の志向性・
参加の様態との関係を明らかにし（松岡他，2011；山添他，2014；山添他，2016），また，会員
層を NPO との関わりの相違によって区分し，活動の志向性との関係を明らかにしてきた（山添他，
2013）。それに対し，本稿では，第 1 に，クラスター分析の手法により，「気候ネットワーク」の
会員層を財源志向のタイプの相違によって区分し，第 2 に，財源志向のタイプの異なる会員層と
活動の志向性との関係を明らかにする。
　「気候ネットワーク」の会員へのアンケート調査は，会員 376 人（調査当時）を対象として，
表 2　3 時点の会員アンケート調査の概要
表 1　「気候ネットワーク」の略年表
年 活動の内容
1996 「気候フォーラム」発足
1997 COP3 開催期間中に 3 万人集会と大パレードを実施
1998 「気候ネットワーク」発足
1999 NPO 法人取得，「自然エネルギー学校・京都」の開講
2000 6％削減市民提案に関する研究
2002 「省エネ製品グリーンコンシューマーキャンペーン」の実施，「脱フロンキャンペーン」
の実施
2005 「省エネ伝道師プロジェクト」の実施
2006 「2020 年家庭・業務 30％削減プロジェクト」の実施
2008 「MAKE the RULE キャンペーン」のスタート，「子どもエコライフチャレンジ」（環
境教育プロジェクト）の実施
2009 COP15 に向けたキャンペーン活動の実施
2010 省エネ法に基づく第 2 次温暖化防止情報開示訴訟の実施，自治体温暖化対策の推進
に関する調査研究の実施
2011 脱原発と温暖化対策を両立させる「“3 つの 25”は達成可能」シナリオを発表，「低
炭素の地域づくり戦略会議」を全国 5 地域で実施
2012 認定特定非営利活動法人化，「低炭素地域づくり戦略会議」を全国 8 地域で実施
2013 石炭火力発電を推進する政策への問題提起のためのキャンペーン「Don't Go Back 
to the 石炭！」の実施
2014 「自然エネルギー学校・福島」の開催
2015 COP21 パリ会議の成功に向けた「Climate Action Now! キャンペーン」と「アース
パレード」の実施
2016 赤穂と市原の石炭火力発電所の中止を実現，マレーシアでの「低炭素社会実現に向
けた人・コミュニティづくりプロジェクト」のスタート
2017 提言レポート「石炭火力 2030 フェーズアウトの道筋」を発表，「自然エネルギー
100％プラットフォーム」の立ち上げ
2018 神戸製鋼による石炭火力新設計画（神戸市）をめぐり民事・行政の 2 つの訴訟が提起 ,
地域新電力会社の発足支援
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2010 年 4 月に実施し，郵送法による配布・回収を行い，回答者数は 248 人，回収率は 66.0％であっ
た *6。筆者らは，これまでに「気候ネットワーク」のコアメンバーへのインタビュー調査や実際に
活動に参加するなどのフィールドワークを実施してきており，アンケート調査の結果の解釈にあ
たっては，これらで得た知見を用いることとする。
1.4. 本稿の構成 
　本稿の構成について述べる。2 節では，「気候ネットワーク」の会員について，クラスター分
析の手法により，財源志向のタイプの異なる 3 つの会員層に区分する。3 節では，会員層と基本
的属性等の関係について，4 節では，会員層と活動の志向性の関係について，5 節では，会員層
と「行政との関係に関する志向性」について考察する。6 節では，各会員層の基本的属性等と活
動の志向性の特性について検討を行うとともに，政策提言型環境 NPO の会員層と NPO の性格
の変化について検討する。
2. 会員層のクラスター分析
　「気候ネットワーク」の会員の財源志向についての単純集計結果を以下に示す（図 1）。
　会員全体では，「会費収入を増やすため，会員数を増やす」の割合が最も高く，「行政以外の助
成金や補助金，協力金を積極的に獲得する」の割合も高く，「収益となる自主事業を展開する」「一
般住民から広く寄付を募る」「行政からの委託事業を増やす」がこれらに続いている。一方で，「会
*6　アンケートでは，「気候ネットワーク」の会員に対し，「気候ネットワーク」のこれまでの活動への
評価や今後の活動の方向性，「気候ネットワーク」との関わりの程度，地球温暖化に関する意識や会員の
環境配慮行動，会員の基本属性等について，質問を行った。調査票については，野田編 (2012) を参照。
会費収入を増やすため，会員数を増やす
行政以外の助成金や補助金，
協力金を積極的に獲得する
収益となる自主事業を展開する
一般住民から広く寄付を募る
行政からの委託事業を増やす
会員からより多くの寄付を集める
現在の財源でまかなえる範囲の活動にとどめる
図 1　会員の財源志向（複数回答）（N=240）
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員からより多くの寄付を集める」「現在の財源でまかなえる範囲の活動にとどめる」の割合は低く，
1 割に満たない *7。会員全体では，財源を開拓しようとする志向性は強いといえる。
　会員の財源志向の相違をもとに会員層を区分する。クラスター分析には，「行政からの委託事
業を増やす」「会費収入を増やすため，会員数を増やす」「会員からより多くの寄付を集める」「一
般住民から広く寄付を募る」「行政以外の助成金や補助金，協力金を積極的に獲得する」「収益と
なる自主事業を展開する」「現在の財源でまかなえる範囲の活動にとどめる」という 7 つの設問
を用いる。
　7 つの設問を用いて，クラスター分析（最遠法）を行った結果，会員は 3 つのクラスターに区
分された *8。分析によって得られた 3 つのクラスターについて，分析に用いた設問とのクロス集計
を行い，各クラスターの解釈を行う（表 2）。
　第 1 に，クラスターⅠは，会員全体に比べ，「会費収入を増やすため，会員数を増やす」の割
合が特に高く，「行政以外の助成金や補助金，協力金を積極的に獲得する」においても，割合が
高くなっていた。クラスターⅠは，会員数拡大による財源確保を重視する割合が高く，また，そ
の他の財源としても，行政以外の助成金や補助金，協力金を重視しており，新たな財源を開拓し，
行政からの独立性を高めようとする「社会運動志向層」と解釈できる。
　第 2 に，クラスターⅡは，会員全体に比べ，「収益となる自主事業を展開する」の割合が特に
*7　「気候ネットワークの財源確保について，あなたはどのようにお考えになりますか？」という質問を
行い，「行政からの委託事業を増やす」「会費収入を増やすため，会員数を増やす」「会員からより多くの
寄付を集める」「一般住民から広く寄付を募る」「行政以外の助成金や補助金，協力金を積極的に獲得する」
「収益となる自主事業を展開する」「現在の財源でまかなえる範囲の活動にとどめる」という 7 項目から
2 つ以内を選び，回答してもらった。
*8　クラスター分析には，「最近法」「最遠法」「重心法」「ウォード法」といった手法があるが，本稿では，
より厳密に個々の会員をクラスターへと統合していくため，クラスターに所属するどの個体を取っても
距離が近いという完全性を要求する「最遠法」を採用した。
表 2　クラスター分析の結果
クラスターⅠ
社会運動
志向層
(N ＝ 78)
クラスターⅡ
社会的企業
志向層
(N ＝ 55)
クラスターⅢ
ボランティア
志向層
(N ＝ 107)
全体
(N ＝ 240)
行政からの委託事業を増やす ** 3.8 23.6 43.9 26.3 
会費収入を増やすため，会員数を増やす ** 100.0 9.1 38.3 51.7 
会員からより多くの寄付を集める ** 0.0 20.0 2.8 5.8 
一般住民から広く寄付を募る ** 0.0 0.0 61.7 27.5 
行政以外の助成金や補助金，協力金を積極的に
獲得する *
55.1 41.8 36.4 43.8 
収益となる自主事業を展開する ** 34.6 78.2 8.4 32.9 
現在の財源でまかなえる範囲の活動にとどめる 1.3 5.5 6.5 4.6 
（注 1）単位：％
（注 2）**：p ≦ 0.01，*：p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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高く，「会員からより多くの寄付を集める」においても，割合が高くなっていた。クラスターⅡは，
クラスターⅠと同様に財源の開拓を重視しているが，その財源を自主事業の実施や会員からの寄
付などで，自前で調達しようとしており，「社会的企業志向層」と解釈できる。
　第 3 に，クラスターⅢは，会員全体に比べ，「一般住民から広く寄付を募る」の割合が特に高く，
「行政からの委託事業を増やす」においても，割合が高くなっていた。クラスターⅢは，市民や
行政との連携により，財源を確保することを重視しており，現状の財源のあり方に対し，それほ
どの不満や課題意識を有していない人たちともいえる。「社会運動志向層」や「社会的企業志向層」
に比べ，財源を開拓しようとする志向性は低く，自身の NPO へのボランティア的な関わりを重
視する「ボランティア志向層」と解釈できる。
3. 会員層と基本的属性等の関係
　会員層と基本的属性等の関係をみてみたい。
　基本的属性等（「性別」「年齢」「職業」「居住地」「自治会・町内会行事への参加の程度」「所属
集団・グループ」）について，会員層ごとに比較を行ったところ，「年齢」「自治会・町内会行事
への参加の程度」「所属集団・グループ」において有意な差がみられた（図 2，図 3，図 4）。
社会運動志向層
社会的企業志向層
ボランティア志向層
全体
歳未満 歳以上
図 2　会員層×年齢（N=240）
（注）p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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社会運動志向層
社会的企業志向層
ボランティア志向層
全体
ほとんどすべてに参加している 関心に応じて参加している
ほとんど参加していない いままで参加したことがない
社会運動志向層
社会的企業志向層
ボランティア志向層
全体
趣味の会やサークル* ボランティア団体・NPO* 加わっている団体やグループはない*
図 3　会員層×自治会・町内会行事への参加の程度（N=238）
（注）p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
図 4　会員層×所属集団・グループ（複数回答）（N=238）
（注）*：p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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　年齢については，会員全体に比べ，「社会運動志向層」において，「50 歳以上」の割合が高くなっ
ており，逆に「社会的企業志向層」においては，「50 歳未満」の割合が高くなっている（図 2）。
　「自治会・町内会行事への参加の程度」については，会員全体に比べ，「社会運動志向層」にお
いて，比較的参加の度合いの高い会員が多く，「社会的企業志向層」においては，比較的参加の
度合いの低い会員が多くなっている（図 3）。
　「所属集団・グループ」においては，「趣味の会やサークル」「ボランティア団体・NPO」「加わっ
ている団体やグループはない」において，有意な差がみられた *9。「趣味の会やサークル」につい
ては，会員全体に比べ，「社会運動志向層」において，加入している割合が高く，「社会的企業
志向層」においては，加入している割合が低くなっている（図 4）。「ボランティア団体・NPO」
については，会員全体に比べ，「社会運動志向層」において，加入している割合が高く，「社会的
企業志向層」においては，加入している割合が低くなっている（図 4）。一方，「加わっている団
体やグループはない」については，会員全体に比べ，「社会運動志向層」において，割合が低く，
「社会的企業志向層」においては，割合が高くなっている（図 4）。
4. 会員層と活動の志向性の関係
　会員層と「これまでの活動への評価」との関係をみてみたい（図 5）。
　「これまでの活動への評価」について，会員層ごとに比較を行ったところ，「国内政策に対する
政策提言」「子どもたちへの環境教育活動」「地域で活動するリーダー養成」において，有意な差
がみられた *10。
　「社会運動志向層」においては，会員全体に比べ，「国内政策に対する政策提言」を評価する割
合が高い一方で，「子どもたちへの環境教育活動」「地域で活動するリーダー養成」を評価する割
*9　「所属集団・グループ」においては，「各種女性団体（婦人会など）」「青年団」「子供会」「農業組合
などの農業関連組織」「漁業協同組合」「商工会・青年会議所」「神社の氏子会」「檀家会」「講」「趣味の
会やサークル」「スポーツ団体」「ボランティア団体・NPO」「その他」「加わっている団体やグループは
ない」について，それぞれに加入の有無等を回答してもらった。
*10　「あなたは，これまで『気候ネットワーク』が行ってきた活動の中で，どの事業が重要であったと
思われますか？」という質問を行い，「温暖化国際交渉の場への参加」「国内政策に対する政策提言（プ
レスリリース，意見書の提出）」「政策決定者へのロビー活動（働きかけ）」「企業の CO2 排出量の情報開
示請求と分析」「地域・自治体での温暖化対策の事例調査・モデルづくり」「子どもたちへの環境教育活
動（お手紙ワークショップ，こどもエコライフチャレンジ）」「地域で活動するリーダー養成（自然エネ
ルギー学校，温暖化防止活動推進員研修など）」「省エネラベルキャンペーン」「MAKE the RULE キャ
ンペーン」という 9 項目から 3 つ以内を選び，回答してもらった。会員全体（246 人）では，「国内政策
に対する政策提言（プレスリリース，意見書の提出）」(73.0％ ) の割合が最も高く，「温暖化国際交渉の
場への参加」（55.2％），「政策決定者へのロビー活動（働きかけ）」（39.1％），「企業の CO2 排出量の情報
開示請求と分析」（36.3％），「地域・自治体での温暖化対策の事例調査・モデルづくり」（24.2％），「地域
で活動するリーダー養成（自然エネルギー学校，温暖化防止活動推進員研修など）」（19.4％），「MAKE 
the RULE キャンペーン」（18.5％），「子どもたちへの環境教育活動（お手紙ワークショップ，こどもエ
コライフチャレンジ）」（14.9％），「省エネラベルキャンペーン」（4.4％）の順となっていた。
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合は低くなっており，「社会的企業志向層」においては，会員全体に比べ，「子どもたちへの環境
教育活動」「地域で活動するリーダー養成」を評価する割合が高く，「国内政策に対する政策提言」
を評価する割合はやや低くなっている。一方，「ボランティア志向層」においては，会員全体の
傾向に近くなっているものの，「国内政策に対する政策提言」を評価する割合はやや低くなって
いる *11。
*11　「気候ネットワーク」においては，「子どもたちへの環境教育活動」として，「こどもエコライフチャ
レンジ」に取り組んできている。「こどもエコライフチャレンジ」は，小学校での学習と「子ども版環境
家計簿」の活用により，地球温暖化やエコライフに関する理解を深め，家庭へのエコライフの浸透を図
ることを目的とした環境教育プログラムであり，「気候ネットワーク」は，京都市からの委託を受けて，
その実施，運営を行っている。詳細については，豊田（2012）を参照。
社会運動志向層
社会的企業志向層
ボランティア志向層
全体
国内政策に対する政策提言** 子どもたちへの環境教育活動*
地域で活動するリーダー養成*
図 5　会員層×これまでの活動への評価（複数回答）（N=238）
（注）**：p ≦ 0.01，*：p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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　会員層と「今後重視すべき活動」との関係をみてみたい（図 6）。
　「今後重視すべき活動」について，会員層ごとに比較を行ったところ，「政策提言活動」「子ど
もたちへの環境教育」において，有意な差がみられた *12。
　「社会運動志向層」においては，会員全体に比べ，「政策提言活動」を重視する割合が高く，「子
どもたちへの環境教育」を重視する割合は低くなっている。「社会的企業志向層」においては，
会員全体に比べ，「子どもたちへの環境教育」を重視する割合が高く，「政策提言活動」を重視す
る割合はやや低くなっている。「ボランティア志向層」においては，会員全体の傾向に近くなっ
ているものの，「政策提言活動」を重視する割合はやや低くなっている。
*12　「今後の『気候ネットワーク』の方向性についておたずねします。今後，どのような分野の活動に
重点を置いて取り組んでほしいですか？」という質問を行い，「温暖化国際交渉の場への参加」「政策提
言活動」「政策決定者へのロビー活動（働きかけ）」「国内対策推進のためのキャンペーン活動」「地域・
自治体での温暖化対策モデルづくり」「地域で活動するリーダー養成」「子どもたちへの環境教育」「他団体・
組織との連携・支援」「より専門的な調査・研究活動」「その他」という 10 項目から 3 つを選び，回答し
てもらった。会員全体（246 人）では，「政策提言活動」（67.9％）の割合が最も高く，「温暖化国際交渉
の場への参加」（47.2％），「政策決定者へのロビー活動（働きかけ）」（42.3％），「地域・自治体での温暖
化対策モデルづくり」（35.8％），「国内対策推進のためのキャンペーン活動」（31.7％），「地域で活動する
リーダー養成」（19.1％），「他団体・組織との連携・支援」（15.9％），「子どもたちへの環境教育」（15.0％），
「より専門的な調査・研究活動」（8.9％），「その他」（4.1％）の順となっていた。
社会運動志向層
社会的企業志向層
ボランティア志向層
全体
政策提言活動* 子どもたちへの環境教育**
図 6　会員層×今後重視すべき活動（複数回答）（N=239）
（注）**：p ≦ 0.01，*：p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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5. 会員層と「行政との関係に関する志向性」との関係
　会員層と「行政との関係に関する志向性」との関係をみてみたい（図 7）。本稿においては，
会員の「行政との関係に関する志向性」について，「対抗」「相補，補完」の 2 区分で検討を行う。
　「行政との関係に関する志向性」について，会員層ごとに比較を行ったところ，有意な差がみ
られた *13。「社会運動志向層」においては，会員全体に比べ，「対抗」の割合が特に高く，「社会的
企業志向層」においては，「相補，補完」の割合が高くなっている。
6. 考察
6.1.「気候ネットワーク」の会員層と活動の志向性
　各会員層の基本的属性等と活動の志向性の特性について，検討を行う（表 3）。
　第 1 に，「社会運動志向層」は，会員全体に比べ，高年齢層の割合が高く，「趣味の会やサーク
ルに加入している」「NPO・ボランティア団体に加入している」とする割合が高く，「加わって
いる団体やグループはない」とする割合は低くなっていた。活動への評価においては，会員全体
に比べ，「国内政策に対する政策提言」を評価する割合が高く，一方で「子どもたちへの環境教
育活動」や「地域で活動するリーダー養成」を評価する割合は低くなっていた。今後重視すべき
*13　「『気候ネットワーク』と行政との関係についておたずねします。行政とはどのような関係が望まし
いと思いますか？」という質問を行い，「政策や制度の改正に取り組むように，提言などによって働きか
ける」（「対抗」），「行政ではできない分野に集中して活動を進めていく」（「相補」），「機会があればなる
べく多くの分野の事業委託を受けるべき」（「補完」）という 3 項目から 1 つを選び，回答してもらった。
社会運動志向層
社会的企業志向層
ボランティア志向層
全体
対抗 相補，補完
図 7　会員層×行政との関係に関する志向性（N=238）
（注）p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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活動においても，会員全体に比べ，「政策提言活動」を重視する割合が高く，「子どもたちへの環
境教育」を重視する割合は低く，行政との関係においては，「対抗」を重視する割合が特に高くなっ
ていた。「社会運動志向層」は，行政に財源を依存することなく，独立的な経営を志向する人た
ちであり，対抗的な姿勢を有し，活動においても，政策提言を重視していると解釈できる。
　第 2 に，「社会的企業志向層」は，会員全体に比べ，若い年齢層の割合が高く，「自治会・町内
会行事への参加の程度」が低い傾向にあり，「趣味の会やサークルに加入している」「NPO・ボ
ランティア団体に加入している」とする割合も低く，「加わっている団体やグループはない」と
する割合は高くなっていた。活動への評価においては，会員全体に比べ，「子どもたちへの環境
教育活動」や「地域で活動するリーダー養成」を評価する割合が高い一方で，「国内政策に対す
る政策提言」を評価する割合はやや低くなっていた。今後重視すべき活動においても，会員全体
に比べ，「子どもたちへの環境教育」を重視する割合が高く，「政策提言活動」を重視する割合は
やや低く，行政との関係においては，「相補，補完」を重視する割合が高くなっていた。「社会的
企業志向層」は，外部からの財源獲得よりも，会員からの寄付や自主事業などで資金の自己調達
を図ることを重視する人たちであり，行政との対抗的な関係よりも，市民との連携によるボトム
社会運動志向層 社会的企業志向層 ボランティア志向層
基本的属性等
・会員全体に比べ，「50歳以上」
の割合が高い。
・会員全体に比べ，「趣味の会や
サークルに加入している」とす
る割合が高い。
・会員全体に比べ，「NPO・ボラン
ティア団体に加入している」と
する割合が高い。
・会員全体に比べ，「加わってい
る団体やグループはない」とす
る割合が低い。
・会員全体に比べ，「50歳未満」
の割合が高い。
・会員全体に比べ，「自治会・町
内会行事への参加の程度」が
低い傾向にある。
・会員全体に比べ，「趣味の会や
サークルに加入している」とす
る割合が低い。
・会員全体に比べ，「NPO・ボラン
ティア団体に加入している」と
する割合が低い。
・会員全体に比べ，「加わってい
る団体やグループはない」とす
る割合が高い。
・会員全体の傾向に近い。
活動の
志向性
これまでの
活動への評価
・会員全体に比べ，「国内政策に
対する政策提言」を評価する
割合が高く，「子どもたちへの環
境教育活動」「地域で活動す
るリー ダー養成」を評価する割
合は低い。
・会員全体に比べ，「子どもたち
への環境教育活動」「地域で
活動するリー ダー養成」を評価
する割合が高く，「国内政策に
対する政策提言」を評価する
割合はやや低い。
・会員全体に比べ，「国内政策に
対する政策提言」を評価する
割合がやや低い。
今後重視
すべき活動
・会員全体に比べ，「政策提言
活動」を重視する割合が高く，
「子どもたちへの環境教育」
を重視する割合は低い。
・会員全体に比べ，「子どもたち
への環境教育」を重視する割
合が高く，「政策提言活動」を
重視する割合はやや低い。
・会員全体に比べ，「政策提言
活動」を重視する割合がやや
低い。
行政との関係に
関する志向性
・会員全体に比べ，「対抗」の割
合が特に高い。
・会員全体に比べ，「相補，補完」
の割合が高い。
・会員全体の傾向に近い。
表 3　会員層と基本的属性等・活動の志向性の特性
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アップ的な変革を重視しており，次代を担う子供たちや地域で活動するリーダー層の養成を重視
していると解釈できる *14。
　第 3 に，「ボランティア志向層」は，基本属性等においては，会員全体の傾向に近く，活動へ
の評価においては，会員全体に比べ，「国内政策に対する政策提言」を評価する割合がやや低く，
また，今後重視すべき活動においては，「政策提言活動」を重視する割合がやや低く，行政との
関係においては，会員全体の傾向に近くなっていた。「ボランティア志向層」は，行政からの委
託金や市民からの寄付金を重視しており，環境 NPO の財源については現状肯定的であり，それ
ほどの不満や課題意識を有していない人たちであり，基本属性等や活動の志向性においては，会
員全体の傾向に近くなっていた。「社会運動志向層」「社会的企業志向層」が主張を有する「リーダー
層」であるのに対し，「ボランティア志向層」は，現状の NPO の運営にある程度満足し，支持
している「フォロワー層」として解釈できる。
6.2. 政策提言型環境 NPO の重層性――社会運動／ NPO ／社会的企業
　本稿では，「気候ネットワーク」の会員層を，財源志向のタイプの相違によって区分するとと
もに，会員層と活動の志向性の関係を明らかにした。
　「気候ネットワーク」の会員層については，財源志向のタイプの相違によって「社会運動志向層」
「社会的企業志向層」「ボランティア志向層」という 3 つに区分することができた。政策提言型環
境 NPO の担い手としては，これまで「市民運動の延長上」（長谷川，2000：182）にある「社会
運動志向層」が想定されてきたが，「気候ネットワーク」においては，「社会運動志向層」よりも，
「ボランティア志向層」の割合が高く，「社会的企業志向層」においては，若い年齢層の割合も高
くなっていた *15。高年齢層に比べ，若い年齢層では，より多様な参加の形態へとシフトしてきて
いると考えられ，「気候ネットワーク」の会員層は，「市民運動の延長上」にとどまらない，より
多様なものへと変化してきていると考えられよう *16。
　「気候ネットワーク」の事例からの一般化については，慎重であることを要するが，持続的に
活動を展開する政策提言型環境 NPO においては，「社会運動志向層」から「社会的企業志向層」
への緩やかな世代交代が進んでいると考えられる。現状においては，単に政策提言型環境 NPO
の社会運動的性格が弱まるというよりは，より重層的な性格を有する組織へと変化しつつある段
階として捉えていくことができよう。例えば，「気候ネットワーク」においては，石炭火力発電
*14　「気候ネットワーク」においては，環境 NPO，消費者団体，女性会，自治会，企業関係団体，生協，
家電店，中間支援組織，地方自治体などの多様な主体との連携による「省エネラベルの制度化」に取り
組んできている（豊田他，2014）。
*15　長谷川は，市民運動の行為主体は，「良心的構成員としての市民」であるとし，その担い手として「専
門階層」や「高学歴層」を想定し（長谷川，1993：104），「NPO 的な環境ボランティアは，このように
理念型化した場合の市民運動の延長上にあるものといってよい」（長谷川，2000：182）としている。
*16　3.11 以後の反原発・脱原発デモにおいても，「市民運動型」の人たちは，高年齢層に多いことが指
摘されている（伊藤，2012）。一方，富永は，若者における「社会運動のサブカルチャー化」を指摘して
いる（富永，2016；富永，2017）。
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の反対運動を草の根的に組織し，全国で訴訟等を展開するなど，社会運動的性格を維持し，一
方で再エネ事業化や地域課題解決に取り組むための新電力の立ち上げ支援に取り組むなど，社会
企業的性格も強くなってきている *17。政策提言型環境 NPO においては，社会運動から NPO へ，
NPO から社会的企業へという単純移行ではなく，活動の展開とともに，社会運動としての性格
を維持しながら，NPO として組織基盤を強化し，社会的企業という性格を重ね合わせていくと
いう重層的な組織への変化が生じていると捉えることができるであろう *18。
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